
耐震診断の補助
●　建築確認を取得して昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物

●　対象者は、住宅の所有者又は管理を行う団体（管理組合）

●　建築士事務所の耐震診断を受けること。

耐震改修の補助
●　上記の耐震診断助成を受けた建築物又は同様の条件で診断をした建築物

●　対象者は、住宅の所有者又は管理を行う団体（管理組合）

●　建築士事務所が耐震補強設計をし、建設業者が施工すること。

建築物の用途・条件 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む）　　　　　耐震診断費用の額又は１０万円のいずれか少ない額

分譲マンション等　　　　　
耐震診断費用の２／３、戸数に２万円を乗じた額又は

１００万円のうち最も少ない額

建築物の用途・条件 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む） 耐震改修費用の９／１０又は４０万円のいずれか少ない額　

　　　　　分譲マンション等
耐震改修費用の１／５、戸数に３０万円を乗じた額又は

２，０００万円のうち最も少ない額

和光市では、耐震診断・耐震
改修・市内沿道ブロック塀撤
去等をされる方にその費用の
一部を補助します。

＜ご注意ください＞

　交付決定通知書の交付を受けてから業者と契約してください。

＜完了時期について＞

　補助年度の１月末までに完了報告書を提出してください。

＜受領委任払を選択できます。＞

　補助金相当額を市から直接業者に支払う委任払を選択できます。　

和 光 市 　　　　令和３年４月施行

申請手続きについて



▲出典：（一般）消防防災科学センター

ブロック塀等撤去補助

●　ブロック塀、組積造による塀・門柱及び万年
塀、道路面から高さ１．２mを超えるブロック
塀等

●　対象者は、市内における道路に沿って設けら
れている既存ブロック塀等の所有者

●　点検のチェックポイントに不適合があるもの

補助金の額

撤去工事

（一部撤去含む）　　　　

既存ブロック塀等の長さに１ｍあたり５，０００円　として積算した
額又は、２０万円のいずれか少ない額

問い合わせ先　和光市建設部建築課

電話 464-1111 (代表)　Fax 464-5577 　E-mail   e0300@city.wako.lg.jp　　　　


